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北方型住宅ZERO基準4 解説書p.12

※10ポイント≒1.0t-CO2/年≒一次エネルギー消費量20GJ/年

脱炭素に資する対策の選択
項目のポイント数の合計が
10ポイント以上（表1）



１．外皮性能の強化5

1.1 断熱性能の強化
1．外皮平均熱貫流率UAを以下のとおりとします。
（1）UA＝0.28 [W/(㎡・K)]以下 ・・・３ポイント
（2）UA＝0.20 [W/(㎡・K)]以下 ・・・５ポイント
2．評価方法基準第５の５の５-１（３）の断熱性能等級６または７(※)に規定
されている外皮平均熱貫流率に関する基準及び結露の発生を防止する対策
に関する基準に適合する仕様とします。

(※)（1）の場合は等級６、（2）の場合は等級７の基準に、それぞれ適合する仕様とすること。
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図10 外皮平均熱貫流率と設計一次エネルギー消費量の関係
（換気：第三種ダクト式換気）
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１．外皮性能の強化6

1.2 開口部性能の強化
窓の熱貫流率1.2[W/(m2･K)]以下とし、かつ日射熱取得率ηを0.3以上とします。

・・・３ポイント
対象とする窓については、原則、住宅のすべての窓(※)を対象とします。

(※) 住宅における熱的境界の外側に設置する窓は対象から除くものとします。

解説書p.17-18



２．通風・ひさし等の活用（防暑対策）7

●夏季の防暑対策（防暑計画）の基本
１ 日射をさえぎる（日射遮蔽）
２ 熱気を速やかに排出する（通風）
３ 水の蒸発、夜間の冷気、地盤の低温などの冷却力を活かす
４ 躯体や地盤の蓄冷効果を活かす など

北方型住宅ZERO
の選択項目の対象

2.1 通風の確保
防暑対策のために夏季に効果的に通風を行える窓の仕様及び配置とします。

・・・１ポイント
対象とする窓は、居室の通風に関係する窓とします。
なお、通風の対策は、北方型住宅技術解説書「資5.6 通風の確保」の項に記
載されている内容が基本となります。ポイントの付与はこれらの項目のなか
で設計上明確に判断できる対策方法として、表11に示す窓の仕様や配置につ
いて付与します。

解説書p.18-19



２．通風・ひさし等の活用（防暑対策）8
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図14 効果的な窓の配置の例

１室に窓が一つしかな
い場合は、建具を開け
て、ホールなどの異方
向の窓を開ける
（南側③→建具④→北
側⑤）

１室の２方向に窓が
ある場合
（南側①→東側②）

解説書p.19



２．通風・ひさし等の活用（防暑対策）9

2.2 有効なひさしの設置
防暑対策のために日射遮蔽を効果的に行えるひさしなどを設置します。

・・・１ポイント
対象とする窓は、原則、住宅の北側に面する窓以外とし、0.1m2以下の窓は
対象外とします。
なお、日射遮蔽の対策は、北方型住宅技術解説書「資5.5 日射の遮へい」の
項に記載されている内容が基本となります。ポイントの付与はこれらの項目
のなかで設計上明確に判断できる対策方法として、表13に示すひさしの仕様
について付与します。

解説書p.20

図15 窓の高さと日射遮蔽に
有効な庇の寸法



３．高効率設備の活用10

3.1 第一種熱交換換気システム
一次エネルギー消費量の削減及びCO2排出量の削減のため、高効率な第一種
熱交換換気システムを採用します。 ・・・３ポイント

解説書p.21-22

図16 第一種熱交換換気装置の例



３．高効率設備の活用11

3.2 パッシブ換気システム
一次エネルギー消費量の削減及びCO2排出量の削減のため、換気動力を使用
しないパッシブ換気システムを採用します。 ・・・１ポイント
なお、パッシブ換気システムは、北方型住宅技術解説書「資5.2 内外の温度
差を利用する自然換気などの場合」の項に記載されている内容が基本となり
ます。
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パッシブ換気システムの設計は、北方型住宅の技術解説書の他、北海道立総合研究機構
建築研究本部のホームページでダウンロードできるテキストを参考に行ってください。
https://www.hro.or.jp/upload/24249/passive_manual.pdf

図17 パッシブ換気の概要

解説書p.22



４．再生可能エネルギーの活用12

●積雪寒冷地において太陽光発電設備を使用するためのポイント
・積雪障害を防止する

 勾配屋根に太陽光発電設備を設置した場合には、落雪屋根とみなして雪処
理計画に配慮する必要があります。雪処理計画は、北方型住宅技術解説書
の資料編「８．敷地内の雪処理」を参考に計画してください。

・自家消費量を多くする
 積雪寒冷地では、電力需要の高い時に発電量が少なくなる（図19）。
 系統電力の買電価格よりも売電価格の方が安価であること、自宅で発電し
た電気は自宅で使うことが最も効率が良いこと、停電時にも効率的に電力
が使えることなどから、自家消費量を増やすことが得策と言えます。

 自家消費量を多くするための方策として、壁面への太陽光発電設備の設置、
時間帯選択式ヒートポンプ給湯機、蓄電池などが有効です。

解説書p.25
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図19 『ZEH』住宅の電力収支の例（建設地：北斗市）



４．再生可能エネルギーの活用13

●積雪寒冷地において太陽光発電設備を使用するためのポイント
・設計時に積載荷重の増加に対応する

→令和４年の建築基準法の改正により、木造建築物における省エネ化等による
建築物の重量化等に対応するため、必要な壁量や柱の小径等の基準が改正さ
れます（令和７(2025)年４月施行予定）。
建築物の荷重の実態に応じて、地震力に対する必要壁量や柱の小径を算定す
ることになり、太陽光発電設備等を設置する場合、その荷重を考慮する必要
があります。
壁量基準等の改正見込みについては、国土交通省のホームページなどを参照
してください。
https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/build/r4kaisei_shoenehou_kijunhou.html

解説書p.25



４．再生可能エネルギーの活用14

4.1 太陽光発電装置
1．太陽光発電設備は、当該住宅における「自家消費量」が大きくなるよう
に設置します。 ・・・３～７ポイント
※自家消費量：太陽光発電設備で発電した電力のうち、自宅内で消費した量

（1）暖房：エアコン、給湯：電気HP給湯機 （2）暖房・給湯：ガス潜熱回収型
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図18 夏期の代表的な日における計算例（太陽光発電：屋根上設置3kW）

HP運転 売電量
自家消費量買電量

発電量
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発電した電気を住宅内で消費できる量には上限がある

解説書p.23-24



４．再生可能エネルギーの活用15

太陽光発電容量 ポイント数
多雪区域 多雪区域外

屋根面

1kW以下 3 4
2kW以下 4 5
6kW以下 5 6
6kWを超える 6 7

壁面 2kW以上 3 3
屋根面と壁面の併用 5kW以上 6 7
• 屋根面設置は、方位が真南の傾斜角0度（水平）の屋根に設置することを想定し、
積雪による発電量低下を多雪区域と多雪区域以外で設定
多雪区域：12/1～3/31（121日間）の発電量をゼロ
多雪区域以外：1/1～3/15（74日間）の発電量をゼロ

• 壁面設置は、方位によって発電量が異なり、安全側の評価をするために西壁面に
設置した場合に基づきポイントを設定

• ポイントは、熱源を電気（エアコン、電気HP給湯機）とガス（ガス潜熱回収型）
にした場合の平均値による

別表２ 太陽光発電設備のポイント数

解説書p.24



４．再生可能エネルギーの活用16

4.1 太陽光発電装置
2．太陽光発電設備に加え、時間帯選択式ヒートポンプ給湯機を設置します。

・・・５ポイント
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図20 給湯用消費電力に対する太陽光発電設備の
発電量と系統電力の割合（建設地：函館市）

HP給湯機の電力消費量と売電量

試算結果では、HP給湯機の年間電力
消費量（約18GJ）のうち、PV発電量
で約10GJを賄える可能性あり

実住宅のHEMSデータに基づく試算結果
（PV：8.5kW、屋根上設置）

解説書p.26
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４．再生可能エネルギーの活用17

4.1 太陽光発電装置
3．太陽光発電設備に加え、蓄電池設備を設置します。 ・・・５ポイント

図21 5.6kW蓄電池による充放電量測定結果の例
（2021年測定、建設地：札幌市、HEMSデータから取得）

蓄電池の年間放電量：約10GJ（一次エネルギー消費量換算）

解説書p.26-27
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４．再生可能エネルギーの活用18

4.2 太陽熱利用給湯装置
太陽熱利用給湯装置を設置します。 ・・・５ポイント

4.3 地中熱ヒートポンプ温水暖房機
地中熱ヒートポンプ温水暖房機を設置します。 ・・・２ポイント

4.4 木質バイオマス暖房機器
薪や木質ペレット等の木質バイオマスを活用した暖房機器を設置する。

・・・１ポイント

解説書p.27-29

水平採熱式地中熱ヒートポンプ ボアホール式地中熱ヒートポンプの施工 ペレットストーブ 薪ストーブ



５．地域資源（道産木材）の活用19

5.1 道産木材の活用
主たる構造材等に道産木材を活用します。 ・・・２ポイント
対象については、主たる構造材等に道産木材を活用したものとし、道産木材

の使用量（※）が、延べ床面積1㎡あたり0.1㎥以上であること。
（※）道産木材の使用量については、構造材以外に活用するものも含むものとします。

解説書p.30

• 表25に示した５棟の住宅のCO2貯蔵量を平均すると約20t
• この貯蔵されたCO2が北方型住宅ZEROでは100年後に解体廃棄されて排出される
と仮定し、50年程度で解体廃棄される通常の住宅に比べておよそ20tの削減が
見込めるため、これを100年で除して年間当たり0.2tの削減量



６．その他20

6.1 地域特性を踏まえた脱炭素に資する対策
広大な本道では、バイオマスや地中熱、水力、風力、太陽光、家畜排せつ物に
よるバイオガスなど、各地域の特性に応じた再生可能エネルギーを一定の地域
で導入し活用していくことが考えられます。そこで、地域特性を踏まえた脱炭
素に資する対策については、市町村等と連携しながら二酸化炭素の排出量の削
減効果を検証し、効果に応じてポイントの設定を検討します。

解説書p.31



７．定量的に評価出来ない対策21

7.1 定量的に評価出来ない対策
効果に幅があったり定量的に評価しにくいが、脱炭素に資することが明らかな
項目を参考項目として表27に示しました。これらの参考項目の設計上の考え方
を以下に補足します。

解説書p.31
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